
平成１２年度中央大学の決算について

平成１２
お知らせい
備え付けの
をご覧くだ
資金収支

照表などの
経営状況及

年度中央大学の決算について
たします。詳細は学生部事務
平成１２年度決算報告書及び
さい。
計算書、消費収支計算書及び
決算財務諸表は、大学の資金
び資産内容をあらわしたもの

概要を
室窓口
説明書

貸借対
事情、
です。

が、その分が振り
費借入金の一部借
金返済の増及び上
資産運用支出が予
以上の結果、上

わけでありますが
８億 万円増

替ったことと、杉並高校建設
替えを行ったことによる借入
述の特定資産繰入増により、
算を大幅に上回りました。
記のとおり支出超過となった
、次年度繰越資金は予算より
の 億 万円となりま

経 理 部

言いかえれ
示す会計情
金収支計算
ては、本誌
央大学収支
参照してく
における大
び負債、基

ば、教育・研究諸活動を財政
報です。これらの財務諸表の
及び消費収支計算のもつ役割

年６月号の 平成１３年
予算について で説明しまし
ださい。また、貸借対照表は
学の運営に必要な資産の保有
本金の状況をあらわしていま

面から
うち資
につい
度の中
たので
、期末
状況及
す。

した。
関連して、学生

願者数及び手続者
関する目的別の主
に、教職員数の推
状況を第６表に示
ください。

２．消費収支状

数の推移を第２表に、入学志
数を第３表に、教育・研究に
な支出項目と決算額を第４表
移を第５表に、資産図書蔵書
しておきますので参考にして

況
１．資金
第１表の

当年度の資
円上回って
した。これ
に必要な財
不可欠であ
の予決算差

収支状況
ように、平成１２年度決算に
金収支差額は、予算を 億
億 万円の支出超過と

は、将来の大規模な施設の取
源を確保するには特定資産の
ることから、予算を上回った
異を財源として、次年度に必

おける
万

なりま
替更新
充実が
収入等
要な繰

本年度の消費収
予算より増加する
る基本金組入額が

万円の増加
一方、消費支出

管理経費等が減少
万円下回りました
この結果、当年

入は、納付金等の帰属収入が
とともに、収入控除科目であ
減少したため、予算対比 億
となりました。
は、人件費、教育研究経費や
したため、予算を６億
。
度消費収支差額は、予算より

越支払資金
して繰り入
資産に 億
たことが大
予算対比

は、寄付金
ましたが、
産運用収入
は予算を上

を確保しつつ、一定の範囲内
れることとし、施設等拡充引

万円予算を上回って繰
きな要因であります。
で資金収支を概観すると、
、事業及び借入金等収入等が
学生納付金、前受金、手数料
等が増加したため、当年度収
回りました。なお、資産売

で増額
当特定
り入れ

収入で
減少し
及び資
入合計
却収入

億 万円改
万円の収入超過と
繰越消費支出超過
年度の収入超過額
の収支均衡への道
ります。
なお、基本金組

りです。

善し、３年ぶりに 億
なりました。しかし、翌年度
額は 億 万円で、本
だけ好転はしたものの、本学
は相変わらず厳しい状況にあ

入額の内訳は、第７表のとお

は、岡田錫
ものであり
一方、支

管理経費等
上した事業
が、執行時
ります。施
の着工時期

淵法曹記念館の売却収入を計
ます。
出では、人件費、教育研究経
が減少しました。これは、予
計画はほぼ順調に執行され
に極力経費の節減を図ったた
設関係支出の大幅な減少は、
が繰延べになったためであり

上した

費及び
算に計
ました
めであ
３新棟
ます

３．貸借対照表
前年度末に比べ

入、奨学基金や奨
特定資産等の増に
が、支払資金の減
した。
一方、負債・基

は、学校債の募集

、資産の部では、図書の購
学金貸与及び施設等拡充引当
より固定資産が増加しました
少により流動資産は減少しま

本金・消費収支差額の部で
により固定負債が増加し、ま



た附属高校
により基本
なお、資

産の増加に

改修工事等による第１号基本
金が増加しました。
産から負債を差引いた正味財
より 億 万円とな

金の増

産は資
り、前

あります。
こうした収支両

１２年度決算にお
復したことをもっ

面の課題を考えれば、平成
いて消費収支のバランスが回
て、直ちに中長期の財政目標

年度比で
なお、借

なっていま

４．財政状
近時の財

負担となっ
校舎の増改

億 万円増加しました。
入金の償還状況は第８表のと
す。

況と中期展望
政運営をふりかえってみると
ていた多摩校舎の建設及び理
築に伴う借入金の返済を平成

おりに

、重い
工学部
８年度

が達成されたと過
なくとも念願であ
事業の展開を展望
つつあることは間
即ち、今期理事
２１世紀へ向け

する理事会基本方
を担保できる財政

大評価してはならないが、少
った中長期的な視点に立った
できる財政基盤が、近時整い
違いないといえます。
会が最大の使命としている
ての本学の総合的な改革に関
針 の実現についても、それ
的な見通しを立て得る状況に

に終えたあ
備に関する
前受金保有
積み立て等
た軌跡が浮
その直近

の決算を総
に消費収支
財政状況は

と、遅れていた教育・研究条
緊急的な諸要求に応えるとと
率の向上、基金の拡充、引当
を図って財政基盤の強化に努
かび上がってきます。
における到達点として平成１
括すれば、平成９年度以来３
差額が 億円の収入超過とな
着実に改善されてきていると

件の整
もに、
資産の
めてき

２年度
年ぶり
るなど
評価で

はなったのであり
キャンパス整備計
体案を盛り込んだ
が評議員会で承認
歩を踏み出し得た
からにほかなりま
ちなみに、これ

キャンパス整備と
学部等関連施設１

ます。例えば、去る３月、
画や専門大学院の創設等の具
創立１２５周年記念事業計画
され、その具現化に向けて一
のも、こうした背景があった
せん。
らの事業計画では、第一次
して後楽園キャンパスに理工
棟、多摩キャンパスに学生生

きます。
しかし、

生納付金に
半減等によ
たが、学部
大学院の拡
れなどの増
は大幅な減
的にみると

収入面では、帰属収入の柱で
ついて、夜間部改廃と臨時的
り財政に大きな影響が予想さ
学生数の増加、昼夜開講制の
充、編入学、科目等履修生の
収策を図ったことにより、短
収とはならなかったものの、
規模の伸びに期待はできず、

ある学
定員の
れまし
導入、
受け入
期的に
中長期
あわせ

活関連施設１棟と
オフキャンパス施
画し、平成１５年
す。また、専門大
際会計研究科を、
院（ロースクール
わせてここ５年間
な資金需要が見込
についても、今後

国家資格試験受験者のための
設１棟、合計３棟の建設を計
度までの竣工を目指していま
学院では平成１４年４月に国
その後に引き続いて法科大学
）の新設を予定しており、あ
において 億円以上の膨大
まれるが、これらの資金調達
１０年間の施設設備費の一部

て、景気の
水準の動向
また、帰属
ても国家財
ず、今後は
用収入、事
易に学費に
要があるな
す。

動向が依然として不透明な中
にも十分な注視が必要であり
収入の一割弱を占める補助金
政の逼迫化から増額の見通し
、寄付金、外部資金の導入、
業収入等の増収策を早急に図
依存しない収入構造の確立を
ど、依然として多くの課題が

、学費
ます。
につい
は立た
資産運
り、安
図る必
ありま

と新入生父母から
支に影響を与えな
からこそ計画化さ
新世紀を迎え、

的環境の下で、多
究の推進が期待さ
算を踏まえ、今後
ても高等教育機関
し、世界の中でも

の寄付金を充てれば、経常収
いですむという展望がもてた
れたわけです。
わが国の高等教育機関は競争
様にして特色のある教育・研
れています。平成１２年度決
とも、本学が２１世紀におい
としての社会的責任を果た
存在感のある大学となるため

一方、支
革命に即応
における奨
る教育に対
設備の保全
えなど財政
減のみなら
見直しを早

出面をみると、急速に進展す
した情報環境の整備・充実、
学金需要の増加、多様化・高
応するための教員組織の充実
費（ライフサイクルコスト）
需要は増加傾向にあり、間接
ず、人件費に踏み込んだ支出
急に断行しなければならない

る
不況下
度化す
、施設
への備
費の節
構造の
状況に

に、これらの事業
代にも弾力的に施
の安定化に向け全
ています。

計画を支え、かつ不透明な時
策が打てる本格的な財政基盤
力を傾注していきたいと考え



第１表

【資金収支

科

平成 年

計算書】

支 出
目 予 算 決 算

度中央大学会計決算概要表

収
差 異 科 目

（単位 百万円）

入
予 算 決 算 差 異

人 件 費
（教職員人
（退 職
教育研究費
管 理 経 費
借入金利息
借入金返済
施 設 関 係
設 備 関 係
資 産 運 用

支 出
件費）
金）
支出
支 出
支出
支出
支 出
支 出
支 出

学生納付金収入
手 数 料 収 入
寄 付 金 収 入
補 助 金 収 入
資 産 運 用 収 入
資 産 売 却 収 入
事 業 収 入
雑 収 入
他会計繰入収入
借 入 金 等 収 入

他会計繰入
そ の 他 の
予 備
支 出 調 整
支 出 合
次年度繰越

計

当年度収支

【消費収支

支出
支 出
費

勘 定
計

資金

差額

計算書】

前 受 金 収 入
そ の 他 の 収 入

収 入 調 整 勘 定
収 入 合 計
前年度繰越資金

計

（単位 百万円）

科
消 費 支

当年度収支
計

【貸 借 対

科

支 出
目 予 算 決 算
出

差額

照 表】

資 産 の 部
目 本年度末 前年度末

収
差 異 科 目

帰 属 収 入
基 本 金 組 入 額
消 費 収 入

計

負債・基本
増 減 科 目

入
予 算 決 算 差 異

（単位 百万円）

金・消費収支差額の部
本年度末 前年度末 増 減

固 定 資
流 動 資

計

第２表

産
産

学

８年

在学生数 （ ）

固 定 負 債
流 動 負 債
基 本 金
累 積 収 支 差 額

計

生 数 の 推 移

度 ９年度 年度

（単位 人）

年度 年度

学 部

大学院

（注１）各年
（注２）学部

（

収容定員 （ ）
（

充 足 率 （ ）
（

在学生数 （ ）
収容定員 （ ）
充 足 率 （ ）

度５月１日現在の学生数（修学
の下段（ ）内は二部で内数を示

） （ ） （

） （ ） （

） （ ） （

延長生を含む）
す

） （ ） （ ）

） （ ） （ ）

） （ ） （ ）



第３表

平
成

１
部

大学学部

法 経済 商
志願者
手続者

入学志願者数及び手続者数

理工 文 総合政

（単位 人）

策 合計 予算数 増減

年
度

２
部

平
成年
度

第４表

支
教育関係費
学部学生

志願者
手続者

志願者
手続者

教育・研究に関す

出 項 目
（学生）
図書費

る目的別の主な支出項目と

決 算 額 支 出
研究発表助成
その他研究関係

決算額 （単位 千円）

項 目 決 算 額

オリエン
体育シー
客員等教
学部教育
ゼミ連等
学生報告
理工学部
文系学部
理工学部
教室・自

テーション等
ズンコース
員の招聘
補助
補助
書・名簿作成補助
実験実習費
実習費
バス見学
習室の整備

教員研究図書資料複
学会出張旅費
学会補助費
各種研究会補助
教員研究室運営
学術研究奨励金
その他

研究所関係費
図書館関係費
国際交流関係費

写補助

大学院学
大学院研
大学院論
理工学部
院生研究
院生学会
院生課外
教育実習
文学部各
体育授業

科新設等
究年報
究発行
大学院充実費
資料複写補助
発表補助
授業補助
等教職経費
種資格課程
関係費

（留学生関係奨学金を
情報処理関係費
学部情報処理教育
研究情報処理
情報処理支援

課外教育関係費
法職講座運営費
クレセント・アカデ
公認会計士講座補助
学生部主催セミナー

含む）

ミー

等
その他

教育関係費
教員室備
学部学生
大学院生
教員複写
教育懇談
自己点検
その他

教務事務関

（教員）
付図書
引率旅費
引率旅費
補助
会等会議
評価

係

大学祭
新入生歓迎文化祭
連続講演会
学長賞
学友会活動への補助
その他

就職関係費
学生福利厚生関係費
学生の健康管理
奨学制度（留学生奨学金を除く）

入学式・卒
研究費関係
研究用図
特殊研究
特別研究
教員在外
学内助成
私大研究
受託研究

業式

書費（個人研究費）
助成費
期間制度
研究費
（特別図書・機械）
設備装置補助

学生厚生施設
下宿・貸間斡旋等
学生食堂関係
精神衛生
その他（事故対策、

入学試験関係費
広報関係

見舞金他）

ちゅうおう 刊行費



第５表

職 種

教 職

身 分
８年度 ９ 年

人 数 人 数

員 数 の 推 移

度 年 度
８年度と
の比較 人 数 年 度 と

の比較 人

（単位 人）

年 度 年 度

数 年度 と
の比較 人 数 ８年度と

の比較

大学教員

大学職員

（注 ）各
（注 ）平

第６表

専 任
非 常 勤

計
専 任
嘱託・室員

計

年度 月 日現在
成 年度から発足した専任研究員

資 産

平成 年度

（５名）を除く

図 書 蔵 書 状 況

平成 年度

（単位 千円）

平成 年度
部

図 書
比 較 法
経 済 研
企 業 研
人 文 科 学
社 会 科 学
保 健 体 育
政策文化総

計

門
冊 数 資産

館
研 究 所
究 所
究 所
研 究 所
研 究 所
研 究 所
合研究所

計上額 冊 数 資産計上額 冊 数 資産計上額

第７表

種
第 １ 号

第 ３ 号

基 本 金 組 入 額

別 内
基 本 金 固定資産購入・受贈

借 入 金 償 還 等 に

小
基 本 金 長 谷 川 如 是

給 付 奨 学 生
大 学 院 給 付
貸 費 奨 学
谷 本 利 千 代
国 際 交 流 奨

内 訳 （単位 千円）

容 金 額
に伴う組入額
伴 う 組 入 額

計
閑 翁 基 金
奨 学 基 金
奨 学 基 金

基 金
百 年 基 金
学 基 金

第８表

借

高校等施設
杉並高校

指 定 試 験 奨
学 術 研 究 表
三重野康 木友之助記

小
合 計

借 入

入 事 由 期首残高

充実費
校舎（私学事業団）

学 基 金
彰 基 金

念学術奨励基金
計

金 等 償 還 状 況

当期借入額 元金返済 利息支

（単位 千円）

払額 期末残高
最 終 償
還 年 度

平成 年度

教職員福利
教職員住

キャンパス
新校舎等

合

（注）高校等

（都 振 興 会）
（市 中 銀 行）
計

厚生費
宅資金（市中銀行）
整備計画
建設費（学校債）

計

施設充実費のうち、私学事業団からの借入金の一部について市中

平成 年度
平成 年度

平成 年度

平成 年度

銀行への借替えを行った。


